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This study is to focus on factors on well-being and ill-being at work, and to develop a scale to measure 
quantitatively states of employees’ well-being. The proposed scales consist of the well-being scale (7 factors: 
67 items) and the ill-being scale (7 factors: 62 items) at work, which will be positioned as subcategories of 
existing scales on the subjective well-being such as SWLS (Diner et al., 1985) and Maeno’s four factors of 
happiness (Maeno, 2013). Identified factors are expected to be used in the fields of career development for 
individual employees and human resource management, in order to improve the state of well-being and ill-
being at work.
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問 題

1.　本研究の対象

企業の人的資源管理のここ十年来のグローバルな
潮流に目を向けると，多様な価値観を持つ従業員
個々人に目を向けた経営の追究が注目を集めている 
（Serafeim, 2020）。特に，多様な価値観を持つ従業員

の幸福感の向上は，多くの企業において優先度の高
い目標と認識されており，2000年前後のポジティブ
心理学台頭以降注目されている（Sahai & Mahapa-
tra, 2020）。会社等の雇用組織では，就業者個人の職
場における幸福感を実現し，かつ組織的成果に結び付
けようとする活動，さらにはそのための概念整理及び
評価尺度の活用が，以前にもまして求められている。
近年，幸福感（well-being）に関する科学的な研究
成果が多数報告されている。Well-being study（幸福
感に関する研究）が取り扱う幸福感の概念にはさまざ
まなカテゴリとその定義があるが，その一つに幸福感
の評価による分類がある。身体的健康，社会経済的
発展といった幸福感に関連する複数の客観的指標の
組み合わせで評価する客観的幸福感（objective well-
being: OWB）と，個々人自らが評価する主観的幸 
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福感（subjective well-being: SWB）がある（Gasper,  
2009）。主観的幸福感の概念には，満足度のような認
知的要素と，肯定的・否定的感情といった情緒的要
素が含まれる（Diener, Emmons, Larsen, & Griffin, 
1985; Hudders & Pandelaere, 2012）。主観的幸福感は
自記式の質問票に回答を求める測定手法が一般的であ
り，虚偽回答といった測定精度の不安定さはあるもの
の，測定の簡便さから大多数の就業者を対象とした測
定に適している。
主観的幸福感に関する先行研究の多くは，QOL

（Quality of Life）研究の流れの中で発展してきた背景
から（石井，1997），人生及び生活全般を主な研究対
象としている。人生及び生活全般の主観的幸福感を測
定する代表的な尺度として，Diener et al.（1985）の
人生満足尺度（Satisfaction With Life Scale: SWLS）
がある。また，人生及び生活全般の主観的幸福感の規
定要因を測定する代表的な尺度として，前野（2013）
の幸福4因子尺度がある。ただし，職業生活といった
特定の生活分野における主観的幸福感の改善にあたっ
ては，その生活分野に即した主観的幸福感の状況やそ
の規定要因の把握が必要である。人生及び生活全般の
主観的幸福感の下位概念として職業生活における主観
的幸福感が研究されている。
職業生活における主観的幸福感の高い就業者は，低

い就業者と比べて27％働きぶりが良く，53％出世の
機会が多く（Spreitzer & Porath, 2012），16％仕事の
パフォーマンスが良く（Spreitzer & Porath, 2016），
12％生産的である（Seppälä, 2017）など，主観的幸福
感が労働生産性を高めることが報告されている。これ
らの知見から，職業生活における主観的幸福感とは，
就業者個人の職場における幸福を実現し，かつ組織的
成果に結び付ける活動において目指すべき指標になる
と考えられ，昨今多くの企業において関心が高まって
いる。さらに，企業現場において就業者の職業生活に
おける主観的幸福感を高めるためには，職場内の職業
生活における主観的幸福感の規定要因を明らかにし，
規定要因を改善するための具体的な施策を実行する必
要がある。職業生活における主観的幸福感の普遍的な
規定要因の構造を明らかにし，それを尺度化し，各職
場で測定可能とすることがこれらの活動に役立つと考
えられる。
なお，幸福感の評価は評価時点の気分状態に左右

されることが知られており，本人の主観的な評価だ
けでは正確な幸福感の高低を知ることはできない
（Schwarz & Clore, 1983）。職業生活における主観的
幸福感の規定要因についても，本人には自覚されない
潜在的な規定要因が存在する可能性がある。ただし，
まずは仕事を通じて就業者が自覚できる規定要因（本
論文では主観的状況要因と呼ぶ）を明らかにし，それ
らがどの程度職業生活における主観的幸福感を規定す

るのかを把握することは重要である。そこで，本研究
では，職業生活における主観的幸福感の主観的状況要
因を研究対象とし，尺度化を試みた。

2.　 職業生活における主観的幸福感の類似概念との相違

職業生活における主観的幸福感の研究は数少ない
が，職業生活における心的状態を表す多くの構成概
念については研究が蓄積されてきた（Fisher, 2010）。
そのため，これらの既存概念を援用して職業生活に
おける主観的幸福感の研究が行われている（Appen-
dix 1）。特に，組織コミットメント（organizational 
commitment: OC; Allen & Meyer, 1990），従業員満
足（employee satisfaction: ES；浅井・松田，2012），
及びワーク・エンゲイジメント（work engagement: 
WE; Schaufeli & Bakker, 2003）の三つの概念は，多
くの研究の蓄積があり，また，雇用組織における人
的資源管理のための指標として重視されてきた。　
また，いずれも職業生活における主観的幸福感とは
正の関連を示す（Spreitzer & Porath, 2016）。しか
し，OCやES, WEといった既存概念は，厳密には職
業生活における主観的幸福感とはその概念定義が異な
る。特に，近年企業から注目される就業者個人の職
場における幸福を実現し，かつ組織的成果に結び付
ける活動においては，職業生活における主観的幸福
感を新たに概念定義した方が測定の対象として直接
的であり，より適切であると考える。その理由とし
て，まず，OCは，その代表的な下位概念である情動
的コミットメントは就業者の仕事のパフォーマンスと
の相関が0.20と弱く（Riketta, 2002），OCの下位概念
である規範的コミットメントは幸福感とは無関連であ
る（Panaccio & Vandenberghe, 2009）。また，ESは，
高めることで従業員の満足度が向上するが，必ずし
も従業員の生産性が向上するとは限らない（Fisher, 
2010；櫻木，2006）。さらにWEについては，仕事の
パフォーマンスを高めることが明らかになっているが
（島津，2010），仕事依存症（workaholism）と弱い正
の相関を示すため（窪田・島津・川上，2014），必ず
しも就業者の職場における幸福を実現するための指標
とは言えないと考えられる。このため，職業生活にお
ける主観的幸福感という新たな概念定義のもとでその
規定要因を探求する研究が求められる。

3.　主観的幸福感と主観的不幸感

主観的幸福感の対となる心的状態を表す概念として
主観的不幸感（subjective ill-being）の研究もなされ
ている（Diener, 2006）。その中で，主観的幸福感及
び主観的不幸感の規定要因は異なることが報告され
ている（Headey, Holmstrom, & Wearing, 1985）。ま
た，動機づけ衛生理論（Motivation-Hygienic Theory; 
Herzberg, 1966）では，労働における満足／不満足の
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規定要因が異なることが示されている。そのため，職
業生活における主観的幸福感／不幸感についても，異
なる規定要因が存在する可能性が否定できず，両者の
規定要因を別々に検討する必要があると考えられる。
なお，主観的幸福感には文化が影響することが報告

されている（大石，2006; 熊野，2011）。日米で幸福感
の特徴を尋ねた調査によると，北米では「自己価値」
「自尊心」などが主要な幸福感の予測因となるのに対
し，日本では「関係性調和」「人並み感」などが特徴
的な予測因として報告されている（内田，2020）。こ
れらの先行研究は，人生及び生活全般における主観的
幸福感に関して行われているが，その下位概念である
職業生活における主観的幸福感についても，文化差の
影響を想定する必要があると考えられる。

4.　 職業生活における主観的幸福感の規定要因の測定
尺度

先行研究において，職業生活における主観的幸福感
の規定要因を測定する尺度が開発されている。しか
し，先述の議論を踏まえ，以下の三つの観点から，日
本の就業者の職業生活における主観的幸福感の規定要
因を測定し，実践的に活用していくには十分ではない
と考える。
第一に，職業生活における主観的幸福感／不幸感

に，先行研究では扱われていない新規の規定要因が
存在する可能性について探索的な検討が行われてい
ない。特に，Happiness at work scale（Salas-Vallina, 
López-Cabrales, Alegre, & Fernández, 2017; Singh & 
Aggarwal, 2018）はWE，職務満足，OCの3要因を
測定しており，職業領域におけるWell-being尺度（伊
藤，2007）は職務満足感，職業領域における自己理
解，キャリア・アダプタビリティ，職業の意味づけ
の4要因を測定しているというように，職業生活にお
ける主観的幸福感と類似する既存概念そのものを測
定対象としている。また，Work-related well-being 
scale（Orsila, Luukkaala, Manka, & Nygard, 2011）
やWPQ（Williams & Smith, 2012; Williams, Thomas, & 
Smith, 2017），SWELL（Smith & Smith, 2017），日本語
版Workplace PERMA-Profiler（Watanabe et al.， 2018）
は産業ストレス研究の対処行動や人生全般のwell-
being研究の人生の意味や意義の自覚といった近接領
域の既存概念を援用している（Appendix 1）。
第二に，主観的幸福感と主観的不幸感の規定要因が

異なる可能性を踏まえて，主観的不幸感の規定要因が
検討されていない。Work-related well-being scaleや
HAW，日本語版Workplace PERMA-Profiler，職業
領域におけるWell-being尺度においては，主観的幸福
感の規定要因の測定のみにとどまっており，主観的不
幸感やその近接概念の規定要因について検討されてい
ない。

第三に，海外の既存尺度は日本以外の回答者集団に
基づいて開発されている。文化の異なる地域において
主観的幸福感／不幸感の規定要因は異なるため（大
山，2012; 内田，2020），日本においては異なる概念
が導出される可能性があり，日本社会により適合する
尺度開発研究が求められる（中坪・平野・綾城・小
嶋，2021）。

5.　本研究の目的

以上の議論から，本研究ではDiener et al.（1985）
及びHudders & Pandelaere（2012）に代表されるこ
れまでの主観的幸福感の定義を参照し，職業生活に
おける主観的幸福感／不幸感の作業定義を「職業生活
における自分の心的状態についての認知的及び情緒的
な評価」とする。この作業定義に基づき，職業生活に
おける主観的幸福感／不幸感の主観的状況要因を就業
者個人が主観的に評価する自記式の尺度を開発するこ
とを本研究の目的とする。その際，先行研究における
課題を解決するために，日本国内の回答者集団を用い
て，主観的幸福感／不幸感を独立した2つの心的状態
として取り扱った上で，これらの主観的状況要因を，
質的調査を用いて探索的に検討する。開発された尺度
は，就業者と雇用者双方に利益をもたらす概念である
職業生活における主観的幸福感の主観的状況要因を多
側面から測定し，就業者の主観的幸福感を高めるため
の施策の観点を明らかにする。また，それを通じて，
従業員の幸福を実現する経営を推進するための指標と
なりうると考える。

6.　本研究の調査手続きの概略

本研究の手続きの概略は次のとおりである。まず，
職業生活における主観的幸福感／不幸感の主観的状況
要因について，質的調査により広範な事象を収集しそ
の構造を明らかにする（予備調査①）。次に，導出さ
れた主観的状況要因について定量的検証をおこない，
測定尺度を開発する（予備調査②と本調査）。次に，
測定尺度が結果指標である職業生活における主観的幸
福感／不幸感に強く影響する主観的状況要因群となっ
ていることを検証する（本調査）。その際，職業生活
における主観的幸福感／不幸感を測定する日本語の測
定尺度が存在しないため，新たに作成する。さらに，
開発した職業生活における主観的幸福感の主観的状況
要因尺度と近接概念であるSWLS及びWE尺度との間
には中程度以上の正の相関がみられるという仮説を検
証し，構成概念妥当性を確認する。

予 備 調 査

1.　目的

職業生活における主観的幸福感／不幸感に影響を与



エモーション・スタディーズ　第8巻　第 1号

─ 94 ─

える主観的状況要因は，その時々の社会的背景や個人
の属性により様々であると予測する。そこで予備調査
では，現在の日本の就業者がどのような主観的状況要
因から主観的幸福感／不幸感を得ているのかを幅広く
把握し，構成概念として整理（予備調査①）したうえ
で，質問項目に落とし込み，定量調査により因子構造
を同定する（予備調査②）ことを目的とした。

2.　構成概念の導出（予備調査①）

方法　 Churchill（1979）とHinkin（1998）の測定
尺度開発の手順を参照し，予備調査①では，主観的幸
福感／不幸感を感じる状況に関する自由記述回答を求
めることにより，広範な事象を収集し，仮説となる構
成概念を導出した。これに加え，先行文献調査（伊
藤，2007; 大山，2012; 山田，2015; 池田・森永，2017; 
Watanabe et al., 2018; 井上他，2020）や職業生活を
送っている社会人大学院生によるブレインストーミン
グから抽出された事象を加えることで，より多くの関
連事象を収集するように配慮した。なお，ブレインス
トーミングにおいては，自由記述調査と同様の教示を
し，できるだけ多くの事象を書き出させた。
自由記述調査は，調査会社を通じ，20～60歳代の

日本人男女（n＝600，うち男性300名，女性300名）
にウェブ方式で実施した。アンケート調査は予備調査
①及び②，本調査ともに楽天インサイト株式会社に依
頼した3。
調査は，2018年10月11日～12日にかけて実施した。

質問は，大山（2012）の調査を援用し「あなたが働く
ことを通じて『幸せ／不幸せ』を感じること・場面を
お聞かせください。※シチュエーションやその時の状
況がわかるよう，できる限り具体的にお答えくださ
い。」とし，回答を求めた。

結果と考察　 自由記述による回答から，職業生活に
おける主観的幸福感／主観的不幸感の主観的状況要因
に関する1,822文を集めた。それらの文から具体的場
面について記述されているもののみを抜粋したうえ
で，文ごとに鍵となる単語を抽出し，それらの単語
に基づいて各文を，親和図法を用いて分類した。さ
らに，文献調査やブレインストーミングの結果から，
自由記述回答調査からは導出されなかった概念が見
られたため，構成概念の広範な収集のために検討す
べき要因として追加した。その結果，職業生活にお
ける主観的幸福感について9カテゴリ並びに主観的不
幸感について8カテゴリの構成概念を導出した（Fig-
ures 1, 2）。自由記述回答の分類や，カテゴリ化及び
概念化は，心理学，社会学，並びにシステムデザイン

及び幸福研究をそれぞれ専門とする研究者3名によっ
て実施した。さらに，その過程に関与しなかった実務
家3名並びに研究者3名（専攻はそれぞれ心理学，経

Figure 1.　職業生活における幸福の要因。

Figure 2.　職業生活における不幸の要因。

3 予備調査①及び②，本調査ともに回答者に対し，調査票によ
り取得した情報については，調査会社の倫理規定及び個人情報保
護方針に基づき個人を特定しない形式で取り扱うこと，回答は任
意であることを伝え，承諾を受けた後に開始する配慮を行った。
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営学，社会学）により，分類過程及び導出した概念に
ついて，職業生活の中で起こりうる事象なのかといっ
た観点から妥当かどうかを確認し，内容的に妥当であ
ると結論した。

3.　質問項目の検討（予備調査②）

方法　 予備調査①で導出した構成概念に基づき質問
票を作成した。調査会社を通じ，20～60歳代の日本
人男女の就業者に対してウェブ方式にて質問紙調査を
実施した。性年代は均等に割り付けた。調査は，2019
年11月6日～8日にかけて実施した。収集されたデー
タを用いて探索的因子分析を行い，因子構造を導出し
た。

質問項目　 質問項目は，雇用形態などの就労経験に
関する個人属性に加え，予備調査①の結果から作成し
た職業生活における主観的幸福感幸福因子尺度検討
版（以下，幸福因子尺度検討版），職業生活における
主観的不幸感因子尺度検討版（以下，不幸因子尺度検
討版）で構成した。まず幸福因子尺度検討版は，予備
調査①で同定した職業生活における主観的幸福感の主
観的状況要因である9カテゴリの構成概念について各
10項目，計90項目の質問を用意し，「全く当てはまら
ない‒とても当てはまる」を範囲とする7件法のリッ
カート尺度により回答を求めた。次に，不幸因子尺度
検討版は，予備調査①で同定した職業生活における主
観的不幸感の主観的状況要因に関する8カテゴリの構
成概念について各10項目，計80項目の質問を用意し，
7件法のリッカート尺度により回答を求めた。

結果と考察　 有効回答は5,000名であった。回答者
の基本情報をAppendix 2に示す。全回答データにい
ずれも欠損値はなく，平均値± 標準偏差が1～7点の
得点範囲を超えないことから天井効果とフロア効果が
ないことを確認した。よって回答全数を分析対象と
し，7段階で得点化した。
次に，幸福因子尺度検討版の回答データを用い，探

索的因子分析（最尤法，Promax回転；以降同様）を
行った。本研究の分析には，全てIBM SPSS Statis-
tics ver.26を用いた。初期の固有値（50.73, 5.07, 3.51, 
3.16, 2.19, 2.03, 1.85）及び因子の解釈可能性から，7
因子構造が妥当であると判断した。さらに，どの因
子にも負荷量が.35に満たない項目を除き，再度探索
的因子分析を行った。その結果，67項目から成る7
因子の構造を導出した。累積寄与率は64.91％であっ
た。7因子の構造は，後述の本調査における7因子構
造（Table 1）と本調査での追加・削除設問以外は同
様であった。次に，不幸因子尺度検討版の回答データ
を用い，同様に探索的因子分析を行った。初期の固有
値（47.49, 5.60, 4.19, 3.80, 3.16, 2.83, 2.42）及び因子の
解釈可能性から，7因子構造が妥当であると判断した。
さらに，どの因子にも負荷量が.35に満たない項目を

除き，再度探索的因子分析を行なった。その結果，66
項目から成る7因子の構造を導出した。累積寄与率は
65.91％であった。7因子の構造は，後述の本調査にお
ける7因子構造（Table 2）と本調査での追加・削除
設問以外は同様であった。導出した14因子の下位尺
度のα係数はいずれも.90以上であった。

本 調 査

1.　目的

本調査では，予備調査②の結果から導出した職業生
活における主観的幸福感／不幸感の主観的状況要因で
ある14因子の測定尺度について，信頼性・妥当性を
検討し，職業生活における主観的幸福感因子尺度及び
職業生活における主観的不幸感因子尺度を開発するこ
とを目的とした。

2.　方法

予備調査②の結果導出された職業生活における主観
的幸福感／不幸感の主観的状況要因の14因子を基に，
質問票を作成した。調査会社を通じ，予備調査②と
は異なる20～60歳代の日本人男女の就業者に対して
ウェブ方式にて質問紙調査を実施した。回答の早い上
位5％の回答者を除外した上で，性年代は均等に割り
付けた。その後，幸福／不幸因子尺度検討版②の全項
目を同一回答した回答者を不適切データとして除外し
た。調査は，2020年2月21日～25日にかけて実施した4。

3.　解析

幸福因子尺度検討版②及び不幸因子尺度検討版②の
回答データを用いて探索的因子分析を行った。その後
クロンバックのα係数を算出して尺度の信頼性を確認
した。次に，SWLS及びWE尺度と幸福因子尺度／不
幸因子尺度との相関分析を行い，構成概念妥当性を確
認した。さらに，幸福因子が幸福実感に強く影響する
規定要因群であり，また不幸因子が不幸実感に強く
影響する規定要因群であるという仮説を，相関分析
及び共分散構造分析（Structural Equation Modeling: 
SEM）により検証した。

4.　質問項目

質問項目は，雇用形態などの就労経験に関わる
個人属性に加え，1）幸福因子尺度検討版②及び不
幸因子尺度検討版②，2）幸福実感尺度及び不幸実

4 調査時期は，2020年1月より世界的に流行した新型コロナウ
イルス感染症（COVID-19）が日本においても感染が拡大した時
期であり，2020年春以降，企業においては在宅勤務の実施など職
業生活に大きな変化が起こった。しかし，本調査の実施時期は，
日本における感染者数が1日あたり12 ～ 26人と少数であったた
め，調査への大きな影響はないと考えられた。
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 Table 1 
職業生活における主観的幸福感因子の因子構造
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 Table 2 
職業生活における主観的不幸感因子の因子構造
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感尺度，3） SWLS（大石，2009）及びWE尺度の3
項 目 版（Schaufeli, Shimazu, Hakanen, Salanova, &  
De Witte, 2019）で構成した。
1）のうち，幸福因子尺度検討版②の作成方法を述

べる。まず，予備調査②で導出した67項目の内，因
子の代表性（本調査での自己成長因子）から明らかに
解釈が離れていると考えられた「私の会社・組織から
の報酬は，自分の成果や頑張りに見合っている」や，
「私は，仕事で新しい物事に挑戦している」と内容が
重複している「私は，仕事で新しい企画を創ってい
る」，内容的にあらゆる就業者には当てはまらないと
考えられた「私は，仕事の後，自分へのご褒美として
お金を使うことがある」「私は，仕事で「ありがとう」
といった感謝の言葉を受ける」の計4項目を削除し
た。さらに，予備調査②の因子分析過程で就業者の主
体性・自己効力感や，仕事の有意味感，他者からの承
認を表す項目が削除されたが，これらは組織開発にお
いて重要な観点と考えられたため，これらの観点を補
うために「主体性」について1項目，「仕事への有意
味感」について2項目，「他者からの承認」について1
項目を追加した。また仕事の評価について相対的評価
のみを尋ねるものとなっていたため「頑張りに見合っ
た評価」「スキルや知識への評価」といった絶対的評
価に関する2項目を追加した。追加した項目はTable 
1内に太字として示す。計69項目について，7件法の
リッカート尺度により回答を求めた。69項目はTable 
1に示す。
次に，不幸因子尺度検討版②の作成方法を述べる。

まず，予備調査②で導出した66項目について，意味
内容が類似した項目が存在したため，「私は，他人の
ミスに振り回されることが多い」と内容が重複してい
る「私は，他人の能力不足に振り回されることが多
い」を削除した。同様に他の項目と内容が重複してい
る「私は，自分の能力を発揮できていない」，「私は，

仕事で他者が理不尽な要求をされているのをよく目に
する」，「私は，職場の人間関係が悪いと感じる」を削
除した。また，内容的にあらゆる就業者には当てはま
らないと考えられた「私は，仕事で良かれと思って
やったことが裏目に出ることが多い」も削除し，計5
項目を削除した。さらに，予備調査②の因子分析過程
で，自らが業務上の非協力の標的となっているという
内容が削除されたことから，「私は，職場のメンバー
に足を引っ張られているように感じる」を追加した。
また，組織開発の観点で本音でのコミュニケーション
が重要であると考えられたため，「私は，職場のメン
バーには本音が言えない」を追加した。追加した項目
はTable 2内に太字として示した（因子分析の結果削
除された項目は非掲載）。計63項目で構成することと
し，7件法のリッカート尺度により回答を求めた。63
項目はTable 2に示す。
2）の幸福実感／不幸実感尺度については，単一の
質問文の具体的な内容に回答者の反応が限定される
ことを避けるため，単項目ではなく，総合評価，頻
度，持続性，周囲との比較，世間との比較の5つの観
点からなる5項目で構成し，7件法のリッカート尺度
により回答を求めた（Table 3）。なお，5つの観点は，
Diener et al.（1985）の指摘する主観的幸福感の情緒
的側面と認知的側面に対応させて作成した。情緒的側
面として，経験される幸福実感及び不幸実感の体験頻
度と持続性を尋ね，認知的側面として，回答者の幸福
実感及び不幸実感に対する総合評価と，代表的な判断
基準である周囲の他者及び世間一般との比較による評
価を尋ねた。

5.　結果

尺度構成の分析　 有効回答者数は4,634名であった。
有効回答者の基本情報をAppendix 2に示す。全回答
データに欠損値はなく，平均値± 標準偏差が1～7点

 Table 3 
職業生活における幸福実感／不幸実感の因子構造
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の得点範囲を超えないことから天井効果とフロア効果
のいずれもないことを確認した。よって回答全数を分
析対象とし，7段階で得点化した。
まず，幸福因子尺度検討版②に対して，探索的因子

分析を行った。その結果，69項目から成る7因子を導
出した。因子負荷量が.40に満たない2項目を除外し，
再度探索的因子分析を行った。その因子パターンと因
子間相関をTable 1に示す。7因子67項目の累積寄与
率は66.70％であった。各因子に紐づく質問項目の内
容から解釈し，第1因子を自己成長因子：仕事を通じ
て未知な事象に対峙し新たな学びを得て，能力の高ま
りを期待する傾向（因子抽出後の固有値：49.85），第
2因子を役割認識因子：自分の仕事にポジティブな意
味を見出しており，自分なりの役割を能動的に担っ
ているという実感の傾向（5.04），第3因子をリフレッ
シュ因子：仕事を一時的に離れて精神的にも身体的に
も英気を養うことができ，私生活が安定している傾向
（4.35），第4因子をチームワーク因子：仕事の目的を
共有し，相互に励まし助け合える仲間とのつながりを
感じる傾向（2.63），第5因子を他者貢献因子：仕事を
通じて関わる他者や社会に対し，良い影響を与え，役
に立てていると思える傾向（2.02），第6因子を自己裁
量因子：仕事で自分の考えや意見を述べ，自分の意志
やペースで計画や実行ができる傾向（1.68），第7因子
を他者承認因子：自分や自分の仕事が周りから関心を
持たれ，良い評判を得ていると思える傾向（1.13）と
命名した。これを職業生活における主観的幸福感因子
尺度（以下，幸福因子尺度）とした。
次に，不幸因子尺度検討版②に対して，探索的因子

分析を行った。その結果，63項目から成る7因子を導
出した。因子負荷量が.40に満たない1項目を除外し，
再度探索的因子分析を行った。その因子パターンと因
子間相関をTable 2に示す。不幸7因子62項目の累積
寄与率は65.35％であった。各因子に紐づく質問項目

の内容から解釈し，第1因子を評価不満因子：自分の
努力が正当に評価されない，収入や評価が努力に見合
わないと感じる傾向（因子抽出後の固有値：48.08），
第2因子を自己抑圧因子：仕事の習熟の仕方がわから
ず，自信がなく停滞し，自分の強みを活かすことを抑
制されていると感じる傾向（5.29），第3因子を不快空
間因子：職場環境で視覚や嗅覚など体感的に不快を感
じる傾向（3.88），第4因子をオーバーワーク因子：プ
ライベートの時間を断念せざるを得ないほど仕事に追
われ，精神的・身体的に過度なストレスを受ける傾
向（2.81），第5因子を理不尽因子：仕事で他者から理
不尽な要求をされ，一方的に仕事を押し付けられる，
またはそのような上司同僚の姿をよく見聞きする傾向
（2.02），第6因子を協働不全因子：職場内で上司同僚
が非協力的であり，自分は足を引っ張られていると感
じる傾向（1.96），第7因子を疎外感因子：上司同僚と
のコミュニケーションが乏しく，職場での孤立を感じ
る傾向（1.32）と命名した。これを職業生活における
主観的不幸感因子尺度（以下，不幸因子尺度）とした。
幸福因子尺度及び不幸因子尺度の各因子について，

性別・年代・雇用形態・事業所規模・年収ごとの平均
値及び標準偏差を算出し，Appendix 3, 4に示した。各
因子の得点算出方法は，構成項目の得点平均であった。

内的整合性の検証　 幸福因子尺度並びに不幸因子尺
度の各下位尺度のα係数を算出し，いずれも.85以上の
値を得た（Tables 1, 2）。

構成概念妥当性の検証　 WE及びSWLSと幸福因子
との間はいずれも.43≦r≦ .61の有意な正の相関を示
した（Table 4）。各因子の得点算出方法は，構成項目
の得点平均であった。

幸福実感／不幸実感の妥当性・信頼性　 幸福実感／
不幸実感尺度の10項目について，探索的因子分析を
行った。その結果，幸福実感5項目，不幸実感5項目
から成る2因子を導出した（Table 3）。α係数はいず

 Table 4 
幸福因子／不幸因子尺度，幸福実感／不幸実感尺度，WE，SWLSとの間の相関係数
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れも.85以上の値を示した。また，WE及びSWLSと
幸福実感との相関はそれぞれr＝.58, r＝.57の有意な
正の相関を示したのに対し，WE及びSWLSと不幸実
感の相関はそれぞれr＝− .40, r＝− .39の有意な負の相
関を示した（Table 4）。

幸福因子尺度と幸福実感尺度の関連　 幸福因子尺
度は，幸福実感尺度との間に.55≦r≦ .76の有意な正
の相関を示した（Table 4）。次に，共分散構造分析
を用いて幸福因子尺度が幸福実感尺度に影響するモ
デルを分析した。幸福因子尺度の7因子の得点に対
し，因子数について固有値1の基準を設け探索的因子
分析を行った結果，1因子構造を示したため，1つの
潜在変数を仮定した。幸福実感の得点は5項目の平均
点を用いた。検証モデルをFigure 3に示す。モデル
の適合度指標は，CFI＝1.000, GFI＝.999, AGFI＝.996, 
RMSEA＝.016, SRMR＝.003と，高い適合度を示した。
また幸福因子の潜在変数から幸福実感への標準化回帰
係数は.825，重相関係数はR2＝.680であった。

不幸因子尺度と不幸実感尺度の関連　 不幸因子尺度
は，不幸実感尺度との間に.50≦r≦ .59の有意な正の
相関を示した。次に，共分散構造分析を用いて不幸因
子尺度が不幸実感尺度に影響するモデルを分析した。
不幸因子尺度の7因子の得点に対し，因子数について
固有値1の基準を設け探索的因子分析を行った結果，
1因子構造を示したため，1つの潜在変数を仮定した。

不幸実感の得点は，5項目の平均点を用いた。検証モデ
ルをFigure 4に示す。モデルの適合度指標は，CFI＝ 
1.000, GFI＝1.000, AGFI＝.999, RMSEA＝0, SRMR＝ 
.001と，高い適合度を示した。不幸因子の潜在変数か
ら不幸実感への標準化回帰係数は.679，重相関係数は
R2＝.462であった。

考 察

本研究では，質的調査と2度の定量調査を経て，職
業生活における主観的幸福感の主観的状況要因とな
る7因子，職業生活における主観的不幸感の主観的状
況要因となる7因子をそれぞれ導出した。さらに探索
的因子分析を用いて測定尺度を開発した。開発された
幸福因子尺度は，近接概念と考えられるWE尺度及び
SWLSとの間に，いずれも中程度の正の相関を示した
ため，仮説が支持され，構成概念妥当性が高いことが
確認された。
また，相関分析と共分散構造分析により，幸福因子
尺度が職業生活における主観的幸福感に強い影響を与
える規定要因群であるという仮説と，不幸因子尺度が
職業生活における主観的不幸感に強い影響を与える規
定要因群であるという仮説が支持された。
次に，本研究の新規性と考えられた職業生活におけ
る主観的不幸感の主観的状況要因の検討については，
先行研究にはない新たな規定要因が導出された。自己
抑圧因子，協働不全因子，不快空間因子は，先行研
究（Appendix 1）では明確に指摘されなかった新た
な規定要因と考えられる。特に，協働不全因子はチー
ムワーク因子と内容的に類似するが，相関係数は− .39
と同一概念の裏表と言うには弱い相関であった。両者
は，チームワーク因子が同僚との信頼関係や一体感を
表すのに対し，協働不全因子は信頼関係の有無に影響
されない非意図的な非協力（他人のミスや業務分担の
偏り，同調圧力等）も含んでいる点で意味合いが異な
ると考えられる。職場において起こりうる非意図的な
非協力も規定要因として測定可能にした点で意義があ
ると考えられる。また，質的調査によって既存概念の
援用にとどまらない探索を行ったことにより，職業生
活における主観的幸福感の主観的状況要因として，自
己成長因子や他者貢献因子といった先行研究では明確
に指摘されなかった新たな規定要因が導出された。特
に，自己成長因子は幸福実感尺度との相関が高く，重
要な規定要因と考えられる。
また，他者貢献因子が新たに導出されたことや，他
者承認因子，疎外感因子，協働不全因子といった周囲
との人間関係に起因する因子が先行研究に比べて多く
導出されたことは，人間関係に主観的幸福感が左右
されやすい日本の文化的特徴が表れた可能性がある 
（内田，2020）。
以上のように，開発した職業生活における主観的幸

Figure 3. 幸せ因子尺度の幸せ実感尺度への影響力を
検証したモデル。

Figure 4. 不幸せ因子尺度の不幸せ実感尺度への影響
力を検証したモデル。
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福感因子尺度並びに職業生活における主観的不幸感因
子尺度は，職業生活における主観的幸福感／主観的不
幸感の主観的状況要因を明瞭に説明するものと考えら
れる。さらに，開発された尺度は，昨今多くの企業に
おいて優先度が高まっている，就業者個人の職場にお
ける幸福を実現し，かつ組織的成果に結び付ける活動
において，就業者のキャリア開発及び人的資源管理に
使用されることが期待される。具体的には，組織サー
ベイとして幸福因子及び不幸因子の状態を定点観測
し，改善すべき因子を特定し，その因子を改善するた
めの教育研修を実施するといった使用方法が考えられ
る。今後，本尺度を用いた組織開発施策の開発やその
効果検証についての実証的な研究も期待される。
本研究の今後の研究課題として以下の4点が挙げら

れる。第一に，本研究で導出した各因子の下位尺度項
目は比較的多数であり，調査での回答者負荷が大き
い。今後は各因子の代表性の高い項目にしぼった短縮
版の開発が望まれる。第二に，本研究は因子の構造の
明確化を目的にしたため，再検査による信頼性及び，
近接概念（例えば，ESなど）との弁別的妥当性につ
いての検証は行っていない。今後，さらなる検証を行
う余地が残されている。第三に，本研究は就業者が自
覚できる職業生活における主観的幸福感／主観的不幸
感の主観的状況要因を明らかにしたが，就業者が自覚
できない潜在的な規定要因が存在する可能性がある。
今後，潜在的な規定要因を明らかにすることが望まれ
る。第四に，本研究は日本の回答者集団を用いて尺度
を開発したが，国際比較は行っていないため，職業生
活における主観的幸福感に対する日本文化の影響を検
討していない。今後，国際比較研究が望まれる。
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Appendix

 Appendix 1 
職業生活におけるWell-beingの要因に関する既存尺度の構成概念の整理

 Appendix 2 
回答者の基本情報



エモーション・スタディーズ　第8巻　第 1号

─ 104 ─

 Appendix 4 
職業生活における主観的不幸感因子尺度と基本属性との関連

 Appendix 3 
職業生活における主観的幸福感因子尺度と基本属性との関連


